
医療法の一部を改正する法律の概要 

１．地域医療連携推進法人制度の創設 

（１） 都道府県知事の認定  
○ 地域において良質かつ適切な医療を効率的に提供するため、病院等に係る業務の連携を推進するための方針を定め、  
 医療連携推進業務を行う一般社団法人は、都道府県知事の認定を受けることができる。  
 ＜参加法人（社員）＞  
  ・ 病院等の医療機関を開設する医療法人等の非営利法人。    
   ＊ 介護事業等の地域包括ケアシステムの構築に資する事業を行う非営利法人を加えることができる。  
 ＜主な認定基準＞  
  ・ 地域医療構想区域を考慮して病院等の業務の連携を推進する区域を定めていること。  
  ・ 地域の関係者等を構成員とする評議会が、意見を述べることができるものと定めていること。  
  ・ 参加法人の予算、事業計画等の重要事項について、地域医療連携推進法人の意見を少なくとも求めるものと定めてい  
   ること。  
   ＊ 都道府県知事の認定は、地域医療構想との整合性に配慮するとともに、都道府県医療審議会の意見を聴いて行う。  

 
（２） 実施する業務   
○ 病院等相互間の機能の分担及び業務の連携の推進（介護事業等も含めた連携を加えることができる。）。  
○ 医療従事者の研修、医薬品等の供給、資金貸付等の医療連携推進業務。  
   ＊ 一定の要件により介護サービス等を行う事業者に対する出資を可能とする。  
  
（３） その他  
○ 代表理事は都道府県知事の認可を要することとするとともに、剰余金の配当禁止、都道府県知事による監督等の規定に  
 ついて医療法人に対する規制を準用。   
○ 都道府県知事は、病院等の機能の分担・業務の連携に必要と認めるときは、地域医療構想の推進に必要である病院間  
 の病床の融通を許可することができる。  

医療機関相互間の機能の分担及び業務の連携を推進するため、地域医療連携推進法人の認定制度を創設するとともに、
医療法人について、貸借対照表等に係る公認会計士等による監査、公告等に係る規定及び分割に係る規定を整備する
等の措置を講ずること。 
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２．医療法人制度の見直し 
 

（１） 医療法人の経営の透明性の確保及びガバナンスの強化に関する事項 
 ○ 事業活動の規模その他の事情を勘案して厚生労働省令で定める基準に該当する医療法人は、厚生労働省令で定める 
   会計基準（公益法人会計基準に準拠したものを予定）に従い、貸借対照表及び損益計算書を作成し、公認会計士等によ 
   る監査、公告を実施。   
 ○ 医療法人は、その役員と特殊の関係がある事業者との取引の状況に関する報告書を作成し、都道府県知事に届出。   
  ○ 医療法人に対する、理事の忠実義務、任務懈怠時の損害賠償責任等を規定。理事会の設置、社員総会の決議による 
   役員の選任等に関する所要の規定を整備。  
 

（２） 医療法人の分割等に関する事項 
   医療法人（社会医療法人その他厚生労働省令で定めるものを除く。）が、都道府県知事の認可を受けて実施する分割に 
  関する規定を整備。 
 

（３） 社会医療法人の認定等に関する事項 
 ○ 二以上の都道府県において病院及び診療所を開設している場合であって、医療の提供が一体的に行われているもの 
   として厚生労働省令で定める基準に適合するものについては、全ての都道府県知事ではなく、当該病院の所在地の都道 
   府県知事だけで認定可能。  
 ○ 社会医療法人の認定を取り消された医療法人であって一定の要件に該当するものは、救急医療等確保事業に係る業 
   務の継続的な実施に関する計画を作成し、都道府県知事の認定を受けたときは収益業務を継続して実施可能。                                        

３．施行期日等 
○ 公布の日（平成27年９月28日）から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、２（１）  
 （一部）、（２）、（３）については、公布の日（平成27年９月28日）から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日
から施行する。 
 

○ 政府は、この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律による改正後の医療法の施行の状況について検討 
  を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

２ 
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○ 統一的な医療連携推進方針（病院等の連携推進の方針）の決定 
○ 医療連携推進業務等の実施 
     診療科（病床）再編（病床特例の適用）、医師等の共同研修、医薬品等の共同購入、資金貸 
     付（基金造成含む）、関連事業者への出資等 
     医師の配置換え、救急患者受入ルールの策定、訪問看護等による在宅生活支援等 
○ 参加法人の統括（予算・事業計画等へ意見を述べる） 
 

※ 社員は各一個の議決権。ただし、不当に差別的な取扱いをしないこと等を条件に、定款で別段の 
 定めをすることが可能。 
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地域医療連携推進法人制度について（概要） 
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医療機関相互間の機能の分担及び業務の連携を推進し、地域医療構想を達成するための一つの選択肢として、地域医療連
携推進法人の認定制度を創設する。これにより競争よりも協調を進め、地域において質が高く効率的な医療提供体制を確保。 

※ 一般社団法人のうち医療法上の非営利性の確保等の基準を満たすものを認定 

・グループ病院の特長を活かして、地域医療・地域包括ケアを推進 
・グループ病院の一体的経営により、経営効率を向上  

２年以内
施行 

社員総会 地域医療連携推進評議会 
意見具申 

 
（社員総会はその意見を尊重） 



医療法人の分割の規定の整備 

○ 趣旨 
 医療法人において、合併と同様の手続を、分割についても整備。（第60条～第61条の６） 
○ 具体的内容 
 医療法人の病院事業等に関する権利義務を 
  ①新設分割：新しく設立する医療法人に承継させること。 
  ②吸収分割：既存の他の医療法人に承継させること。 
 

①新設分割 
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※ 分割制度の対象とならない医療法人：社会医療法人、特定医療法人、持分あり医療法人 

新設のB法人
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 複数の都道府県において病院又は診療所を開設している医療法人が社会医療法人の認定を受けるためには、救
急医療等確保事業に関する要件を、病院・診療所を開設する全ての都道府県で満たすことが必要。 
 今回の改正では、一つの都道府県にある基幹的な病院と、隣接する都道府県にある診療所において、医療の提供
が一体的に行われているものとして厚生労働省令で定める基準を満たしている場合には、救急医療等確保事業に
関する要件を 病院 の所在地の都道府県で満たしていれば、病院が所在しない診療所の所在地で救急医療等確
保事業に関する要件を満たしていなくても、社会医療法人として認定できることとした。（第42条の２第１項第４号ロ） 

Ａ県    Ｂ県 Ａ県 
      
   

社会医療法人の認定要件の見直し（複数県に医療機関を開設している医療法人） 

Ａ県の病院が救急医療等確保事業を実施するとともに、
Ｂ県の診療所と医療の提供を一体的に行っている場合、
社会医療法人としての認定ができることとした。 

全ての都道府県で救急医療等確保事業に関する要件
を満たす医療機関を開設していることが必要である。 

救急医療等
確保事業○ 

救急医療等
確保事業○ 

救急医療等
確保事業○ 

※ 「一体的」の基準は、隣接市町村に所在、両県の医療計画 
 に連携体制が記載等（省令） 

一体的 
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